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ある。たとえば経済産業研究所（以下 RIETI）が 2007 年に日本企業へ実施したアンケート
調査によれば、海外へ業務委託している企業が委託先として中国を選択しているケースは
全体の半分を占めている（Ito et al., 2007） 。こうした中国への業務委託は、現地で生産さ
れた生産物が日本に輸入されるため、二国間の貿易が増加することにも深く関連している。
2008 年の金融危機後、世界経済は急激な需要の減退と貿易縮小を通じて記録的な景気後退





















































２．１  外資スピルオーバー効果と経済成長 
本節では外資企業が国内経済に与える影響に関して、先行研究の結果をサーベイする。
マクロ統計などの集計データを利用した分析は、対内 FDI が経済発展に貢献することを支
持している。たとえば Whalley and Xin [2006]は、2003 年と 2004 年の中国の経済成長につい4 
 
て、その約 40％が外資企業によって達成されたものであり、FDI が無い状態では成長率が
3.4％ポイント低下すると主張している。 また、 Berthelemy and Demurger [2000]、 Yao [2006]、
Kuo and Yang [2008]らの研究は、FDI が中国の省レベルで成長に寄与していることを確認し











ベネズエラの企業データを利用した Aitken and Harrison [1999]やモロッコの企業について検
証した Haddad and Harrison [1993]らは、FDI スピルオーバー効果が存在しないかもしくはマ
イナスであることを報告している。他方で、米国企業について分析した Keller and Yeaple 
[2003]、イギリスのデータを利用した Haskel et al. [2007]は正の効果を報告している。中国に
ついては、 Hu and Jefferson [2002]が電子機器産業について FDI の負の効果を報告している一





(Blomström and Kokko, 1998)。他方で、川下産業の国内企業は、前方連関効果を通じた川上
産業の外資企業からの高品質なインプットの供給増加によって正の影響を受ける可能性が
ある。Javorcik [2004]、Blalock and Gertler [2008]、Girma et al. [2008a]らの研究は、それぞれ
リトアニア、インドネシア、イギリスのデータを利用して、前方連関効果は有意でないこ
と、正の後方連関効果を通じたスピルオーバー効果が有意であることを報告している。そ




連しているためである(Blomström and Sjoholm, 1999)。外資との合弁企業は地場企業が経営
に参加するほか、地場企業と部品調達等でより深い取引関係を結ぶ傾向にある。したがっ
て、 現地企業との合弁の場合は外資 100％の完全子会社よりもスピルオーバー効果は大きい5 
 
可能性がある。たとえば Javorcik and Spatareanu [2008]は、ルーマニアのデータを利用して、























の、その他外資企業にはそのような効果は認められなかったとしている。他方で Lin et al. 
[2009]  は、香港・マカオ・台湾系の外資企業からの負のスピルオーバーとその他外資から
の正のスピルオーバーを発見しており、前者の結果と反対の結果を示している。さらに





を正確に捕捉できていない可能性がある。Griliches [1979]の指摘以来、一般に R&D 活動は
                                                  
1  Branstetter and Foley (2007)  は、2004 年の米国多国籍企業の中国の現地法人について、397
億ドルが中国国内の売上高であるのに対して、米国向けの売上高は 37 億円であったことを
報告している。Chen and Roger (2006)は、中国に進出しているドイツ企業に対して独自の企
業アンケート調査を実施し、その主な投資目的が市場志向型であることを報告している。 6 
 





Miyamoto [2006]はインドネシアについて、外資企業を R&D 実施企業と非実施企業に分け、
国内企業へのスピルオーバーがR&Dを実施している外資企業からもたらされていることを
報告している。同様に Todo [2006]は、日本企業について外資企業の R&D 活動が強い産業ほ
ど正の産業内スピルオーバーが大きく、資本ストックで測った外資の生産活動からはその
ような効果は認められなかったことを報告している。中国企業に関しては Cai et al. [2007]
が、外資の R&D 活動が国内のハイテク企業の参入を促進していることを北京市中閑村のデ
ータによる分析から報告しており、Motohashi and Yuan [2009]は自動車と電子機器産業につ
いて外資R&Dストックからの正の産業内および産業間スピルオーバー効果を報告している。
近年取り組まれたこれらの研究成果が示しているように、  外資スピルオーバー効果を検証




































外資企業が現地で実施する R&D 活動は外資スピルオーバー効果の源泉と考えられる。 まず、
中国の外資企業の R&D 活動は近年どのような趨勢と特徴を有しているのか見ていく。 図１
は 2000 年～2006 年の R&D 支出額を所有形態と出資元別にグラフ化したものである。期
間中、 中国企業の R&D 投資は急激に増加しており、 毎年約 25％の成長率で増加した。 R&D
投資の大部分は国内企業（国有企業を含む）が占めているが、外資企業による R&D 投資が
占める割合は 2000 年の 19％から 2006 年には 28％に拡大している。これは、多国籍企業
が中国において生産活動だけではなく R&D 活動も活発化させていることを示している。 表
1 には、所有形態別に R&D 支出額のシェアの推移をまとめている。表は出資元について香
港・澳門・台湾系とその他国に分けており、さらに所有形態について合弁と 100％出資に分
けている。香港・澳門・台湾系の R&D 支出シェアは 3～4％で推移しているが、その他国
のシェアは合弁が 8.7％から 12.2％へ、 100％出資が 2.8％から 7.5％へそれぞれ増加してお
り、 この期間の外資企業による R&D 支出が主に先進諸国を出資元とする外資企業によって
牽引されたことを示している。 
 
＜図 1、表 1＞ 
 
次に業種の間で R&D 投資にどのような違いがみられるのか示す。表 2 は、産業別ごとに
出資元×所有形態別に R&D 支出シェアをまとめたものである。全体的な傾向として、中国
の R&D 支出は金属関連や機械製造業に集中しており、 特に輸送機械や通信機器産業におい
































z  中国の内資企業による旺盛な R&D 投資は、TFP と特許申請にともにプラスに寄与し
ている。  
z  同一産業内で活動する外資企業の R&D 活動からのスピルオーバー効果は、 内資企業の











のであろうか。 我々が利用した工業データによる計算では、 2002 年～2007 年の中国企業の
付加価値額の成長率のうち、 資本投入と労働投入による貢献がそれぞれ平均で約 15%、 TFP
の貢献が約 70%であり、TFP 成長が中国企業の成長の大部分を説明している。分析結果か
らこの TFP に対して、内資企業自らの R&D 投資と、川上産業における外資企業の生産活
動からのスピルオーバー効果がプラスに寄与していることが示された。中国内資企業の
R&D 投資額は毎年 22%程度の高い成長率で増加している。 推計結果を基にこの成長率を前
提にすると、内資企業自らの R&D 投資は TFP を 2.2%上昇させる。一方、川上産業におけ
る外資の生産活動からのスピルオーバー効果は資本ストックを代理変数としてその平均成
長率 18％を仮定すると TFP を約 1.4%上昇させる。この研究で使用したデータから計測さ
れる、2000 年～2006 年の平均的な TFP 成長率は毎年約 10%であり、自らの R&D 投資は
その 22%を、川上産業における外資生産活動からのスピルオーバー効果は 14%をそれぞれ
説明していることになる。TFP が労働投入と資本投入以外の他のさまざまな要因による生
産性であることを考慮すると、 こうした R&D 活動や外資企業からのスピルオーバー効果の
寄与は重要であるといえよう。 
内資企業の特許申請数に対しては、自らの R&D 投資による効果と同一産業内の外資
R&D からのプラスのスピルオーバー効果が検出された。毎年 22%の R&D 投資成長を仮定
すると、内資企業自らの R&D 投資は約 2%特許申請数を増加させる。外資 R&D 投資は年
平均成長率が 33%程度であり、これを仮定すると同一産業内の外資企業からのスピルオー
バー効果は約 1%特許申請数を増加させる。データから計算される発明特許申請数の平均的
な成長率は 13%であり、内資 R&D 投資はその約 15%を、同一産業内の外資波及効果はそ
の約 8%を説明している。 こうした R&D 活動やスピルオーバー効果の寄与は TFP の場合と
比べると小さいものの無視できない大きさである。本研究の分析結果は、外資企業による




















中国の輸出額は 1980 年時点で 181 億ドル弱の規模であったが、1990 年には 621 億ドル
まで拡大し、1990 年代になると、アジア通貨危機直後の 98 年にほぼ横ばいとなった以外
は、均して年平均 30%の成長率で 2000 年まで増加した。2001 年の WTO 加盟後には年平
均増加率は 63%に加速し、2004 年に日本、2007 年に米国、そして 2009 年にはドイツを抜
き、世界最大の輸出国となった。こうした輸出の急激な増加は輸入の増加も伴ったため、








OECD 諸国系の企業の旺盛な進出により 80 年代後半以降急速に増加した。 加工貿易が中国




と指摘されているが（Roderik 2006 等） 、加工貿易以外の輸出は伝統的な要素賦存理論に沿
った労働集約的な内容であると見る向きが多い（Amiti and Caroline 2010 等） 。こうした


































   




杉他[2008]は、 日本の輸出企業は国内企業に対して 2005 年の時点で平均的に 63%雇用者数
が多く、 15%程度全要素生産性が高いと報告している。 また、 輸出企業は国内企業より 80%
高い平均賃金を支払い、28%高い資本集約度（一人当たり資本ストック）を有する。これに
対し、中国企業についてこうした輸出プレミアを推計したところ、輸出企業は国内企業に
対し 2005 年時点で 30%雇用者数が多く、 1%全要素生産性が高いという結果を得た。 また、12 
 
17%高い平均賃金を支払い、資本集約度は 7%高い。全般的に日本気企業と比較して輸出の







こうした輸出プレミアの傾向の違いは何に起因するのだろうか。 一つの可能性は 2000 年
時点から 2005 年にかけて、 企業規模が小さく生産性が低い企業の輸出活動への参入が進ん
だ結果、国内企業との差が縮小したことである。こうした見方が正しければ、この間に輸
出への参入費用の低下と輸出企業数の増加が観察されるはずである。実際に Manova and 















2003、Helpman et al, 2004 等）にほぼ共通した考え方であり、多くの国の企業を対象にし










も支持していない。例えば Baldwin and Gu[2003]、  Van Biesebroek [2005]、Kimura and 
Kiyota [2006]、De Loecker [2007]などは、カナダ、サブ・サハラ諸国、日本、スロベニア
の企業について輸出活動が生産性を引き上げる関係を報告しているが、Clerides et al. 































































４  中国企業の対外直接投資 
 
４．１  中国の対外直接投資の現状 
  UNCTAD の集計によると、 中国企業をはじめとする新興国企業による対外直接投資は過
去数年の間に急増し、2008 年時点で世界の対外直接投資の 19%を占めるに至っている。中
国企業の対外直接投資は 1990 年から 2000 年までは年平均で 22 億ドル程度であったが15 
 
2000 年代に入り急速に拡大し、 2005 年時点の 123 億ドルから 2008 年には 522 億ドルと 5
倍弱の規模となった。 この結果、 累積対外直接投資額は 2000 年時点の 278 億ドルから 2008
年時点では 1,479 億ドルまで膨れ上がった。他方、同時期の日本の対外直接投資を観察す
ると、2005 年時点では 458 億ドルだった状態から 2008 年には 1,289 億ドルと 3 倍弱の規
模に拡大しており、累積で見ても 2000 年時点の 2,784 億ドルから 2008 年には 6,803 億ド
ルまで増加した。 したがって、 中国の対外直接投資は目覚ましいスピードで増加した一方、







  2008 年末時点の中国企業の対外直接投資の地域別残高を観察すると、非金融関係の対外
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表１．所有形態別 R&D シェアの推移 






2000 3.8%  3.7%  8.7%  2.8%  81.0% 
2001 4.1%  2.0%  11.7%  4.1%  78.1% 
2002 3.7%  3.3%  9.9%  5.3%  77.8% 
2003 4.1%  3.8%  9.8%  5.5%  76.7% 
2004 3.9%  3.8%  12.1%  8.5%  71.7% 



















Textile Industry 3,048,254 78.8% 2.3% 4.8% 3.2% 10.9%
Textile, Clothing and Footwear Production 828,430 94.1% 2.2% 1.0% 1.9% 0.8%
Timber Processing & Wood, Bamboo, Cane, Palm
Fiber and Straw Products
414,481 92.4% 0.3% 4.8% 2.2% 0.3%
Furniture Manufacturing 192,143 30.7% 0.0% 0.6% 68.2% 0.5%
Papermaking and Paper Products 1,224,427 86.2% 8.7% 0.3% 2.6% 2.2%
Printing and Record Medium Reproduction 232,471 78.9% 14.0% 0.0% 6.3% 0.7%
Raw Chemical Materials and Chemical Products 9,503,863 90.4% 2.4% 0.9% 3.1% 3.3%
Medical and Pharmaceutical Products 5,047,515 78.6% 2.9% 1.6% 11.4% 5.4%
Chemical Fiber 1,308,653 90.3% 6.2% 1.2% 2.4% 0.0%
Rubber Products 1,314,176 67.3% 0.9% 1.5% 28.2% 2.1%
Plastic Products 1,103,137 58.3% 12.9% 5.5% 4.3% 19.1%
Smelting and Pressing of Ferrous Metals 13,357,837 95.5% 3.0% 0.2% 0.8% 0.5%
Smelting and Pressing of Nonferrous Metals 4,092,525 92.9% 3.2% 0.2% 3.6% 0.0%
Metal Products 1,688,780 67.2% 5.1% 8.3% 8.5% 10.9%
General-purpose Equipment Manufacturing 7,728,854 74.4% 2.6% 1.3% 16.0% 5.7%
Special-purpose Equipment Manufacturing 5,832,481 85.2% 1.8% 4.4% 6.0% 2.6%
Transport Equipment Manufacturing 19,617,841 62.8% 2.5% 0.9% 27.6% 6.2%
Electric Equipment and Machinery 12,860,704 74.7% 5.2% 2.0% 14.0% 4.1%
Communication Equipment, Computers and Other
Electronic Equipment Production 31,448,066 47.0% 8.1% 8.0% 17.6% 19.3%
















2000 0.44 0.93 0.39 0.18 0.43
2001 0.49 0.93 0.34 0.16 0.39
2002 0.53 0.97 0.32 0.18 0.37
2003 0.68 0.71 0.26 0.07 0.09
2004












2000 0.72 0.92 0.85 0.29 0.10
2001 0.71 0.87 0.85 0.31 0.07
2002 0.69 0.90 0.85 0.30 0.10
2003 0.69 0.92 0.85 0.28 0.13
2004 0.65 0.90 0.81 0.27 0.14
2005 0.63 0.89 0.79 0.28 0.15
注：　プレミアは次の推計式の係数として算出されたものである。
lnY(i)=a+b Z(i)+産業ダミー変数．Yは各アウトプット変数、Zは輸出企業の
場合に1を示すダミー変数。係数が正で有意であれば、（１＋係数）倍だけ
輸出企業が非輸出企業よりもアウトプットが平均的に高いことを示す。  